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    計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

この計画は、船橋市における障害のある人のための施策の基本的な方向性を示すもの

で、平成９年度に初めて策定した後、平成２０年度に「第２次」、平成２６年度に「第３

次」の計画を策定しました。 

第３次計画が令和３年度1をもって期間満了となることに伴い、国の「障害者基本計画

（第４次）」（平成３０年度～令和４年度）との整合性、本市の障害のある人の状況や関

係法令の制度改正等を踏まえて見直しを行い、「第４次船橋市障害者施策に関する計画」

を策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

（１）障害者施策の関連法・関係計画 

 障害者施策に関する計画は、障害者基本法に基づく市町村障害者計画として総合的な

施策を定めたものであり、障害者総合支援法2及び児童福祉法に基づき障害福祉サービス

等の見込み量などを定め、業務を円滑に実施するための計画である障害福祉計画及び障

害児福祉計画と調和を保つこととされています。 

 

【障害者施策に関する計画と障害福祉計画・障害児福祉計画の関係図】 

 

                            
1 第３次計画は新型コロナウイルス感染症の影響により、計画期間を１年間延長し、平成２７年度から令和３年度ま

でを計画期間としました。 
2 正式名称は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」となります。 

第 １ 章 
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（２）船橋市の計画体系における位置づけ 

本計画は、「第３次船橋市総合計画」の個別計画です。 

また、「第４次船橋市地域福祉計画」や市のほかの関連計画との整合性を図りながら

策定しました。 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

第
４
次 

船
橋
市
地
域
福
祉
計
画 

第
４
次 

船
橋
市
地
域
福
祉
活
動
計
画 

子ども・子育て支援事業計画 

その他個別計画 
○ひとり親家庭等自立促進計画 
○自殺対策計画 
○母子保健計画  等 

障害者施策に関する計画 
障害福祉計画及び障害児福祉計画 

ふ
な
ば
し
健
や
か
プ
ラ
ン
21
（
健
康
増
進
計
画
・
食
育
推
進
計
画
） 

船橋市総合計画 

高齢者保健福祉計画・ 
介護保険事業計画 

健康福祉局 

連携・整合 

第４次船橋市地域福祉計画から抜粋 



総論 第１章 計画の策定にあたって 

- 3 - 

３ 計画の期間 

令和４年度から８年度までの５か年計画3とします。 

「船橋市障害福祉計画及び船橋市障害児福祉計画」との期間の整合性を図ることによ

り、両計画の一体的な実施を図ります。 

 

 

平成 

３０ 

年度 

令和 

元年度 
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 

 

 

        

         

 

４ 計画の対象 

本計画では、「障害者基本法」第２条に規定されている身体障害、知的障害、発達障害

を含む精神障害、高次脳機能障害、そして難病等によって継続的に日常生活または社会生

活に支障のある人を対象としています。 

                            
3 第４次計画は、当初令和２年度中に策定予定でしたが、新型コロナウイルス感染症収束に向けた生活や周囲の環境

の変化を考慮し、検討することが必要であると考えられたことから、策定時期を１年間延期しました。 

 

第３次船橋市障害者施策 

に関する計画（７か年計画） 

（平成２７年度～令和３年度） 

第４次船橋市障害者施策 

に関する計画（５か年計画） 

（令和４年度～８年度） 

第５期船橋市障害福祉計画 

及び第１期船橋市障害児福祉計画 

（平成３０年度～令和２年度） 

 

 

第７期船橋市障害福祉計画 

及び第３期船橋市障害児福祉計画 

（令和６年度～８年度） 

 

 

第６期船橋市障害福祉計画 

及び第２期船橋市障害児福祉計画 

（令和３年度～５年度） 
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５ 計画の構成について 

本計画は、国の第４次障害者基本計画を参考に、下記のとおり「総論」「各論」の２部

構成とします。 

第１部 総論 

第１章 計画の策定にあたって 

第２章 障害者を取り巻く現状 

第３章 基本理念・重点課題 

第４章 推進体制 

第２部 各論 

第１章 生活支援 

第２章 保健・医療 

第３章 教育・文化芸術活動・スポーツ、国際交流等 

第４章 雇用・就業、経済的自立の支援 

第５章 生活環境 

第６章 安全・安心 

第７章 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

別表 
推進体制の取り組み 

成果目標 

６ 策定方法 

計画策定にあたり、船橋市自立支援協議会委員、学識経験者、市民の代表者からなる「第

４次船橋市障害者施策に関する計画策定委員会」を設置しました。併せて、庁内組織とし

て「第４次船橋市障害者施策に関する計画庁内検討委員会」を設置し、「庁内検討委員会」

で検討した計画案を「策定委員会」へ提出し、協議を行いました。 

 

第４次船橋市障害者施策に 

関する計画策定委員会 
構成 

・船橋市自立支援協議会委員 

・学識経験者 

・公募委員 

 

 

第４次船橋市障害者施策に 

関する計画庁内検討委員会 

構成 関係各課長 

 

検討部会【計８部会設置】 構成 関係各課長、担当者 

庁
内
組
織 

計画案を提出 
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 障害者を取り巻く現状 

 

１ 国の障害者施策の動向 

 

年月 障害者施策の動向 

２００３年 

(平成１５年) 
４月 

■支援費制度の開始 

 身体・知的障害者（児）自らが福祉サービスを選択し、契約

によってサービスを利用する仕組み 

２００６年 

(平成１８年) 
４月 

■障害者自立支援法の施行 

 身体・知的・精神の３障害のサービスを一元化 

２０１０年 

(平成２２年) 
１２月 

■障害者自立支援法の一部改正 

 発達障害が障害者自立支援法の対象になることを明確化 

２０１１年 

(平成２３年) 
８月 

■障害者基本法の一部改正 

 「共生社会の実現」が目的に新たに明記、障害者の定義の変

更、差別の禁止を規定 

２０１２年 

(平成２４年) 

４月 

■児童福祉法の一部改正 

障害児支援の強化を図るため、利用形態の別により障害児

施設・事業を一元化 

１０月 ■障害者虐待防止法の施行 

２０１３年 

(平成２５年) 
４月 

■障害者総合支援法の施行 

 難病を障害者の範囲に追加 

■障害者優先調達推進法の施行 

 行政等による障害者就労施設等からの物品の調達を推進 

２０１４年 

(平成２６年) 
１月 ■障害者権利条約の批准 

２０１６年 

(平成２８年) 

４月 ■障害者差別解消法の施行 

５月 ■成年後見制度利用促進法の施行 

２０１８年 

(平成３０年) 
４月 

■障害者総合支援法の一部改正 

 「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実 

第 ２ 章 
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２ 障害者の現状 

（１）総人口4と障害者手帳所持者数5の推移 

 

 船橋市の総人口と障害者手帳所持者数の推移をみると、２０１５年度末では総人口６

２４,０１１人、障害者手帳所持者数が２２,７８４人であったのが、２０２０年度末で

は、総人口６４１,４９９人、障害者手帳所持者数２５,３３１人と増加しています。 

 

 

  

                            
4 総人口は、各年度３月時点の常住人口 
5 手帳の所持者数は、その年度の３月３１日時点の数値 

15,905 15,911 15,876 15,913 15,968 15,844 

3,096 3,220 3,374 3,473 3,571 3,698 

3,783 4,036 4,380 4,859 5,377 5,789 

22,784 23,167 23,630 24,245 24,916 25,331 

624,011 627,722 632,506 636,438 639,804 641,499 

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

0

5,000
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40,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

身体障害者手帳 療育手帳 精神保健福祉手帳 総人口
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（２）障害者手帳所持者数の推移 

①身体障害者手帳所持者数 

 船橋市における身体障害者手帳所持者数は２０２０年度末で１５,８４４人です。 

 

 

・身体障害者手帳所持者数（１歳刻み）の推移 

 

 

  

367 365 359 354 347 353 

4,387 4,278 4,260 4,266 4,308 4,291 

11,151 11,268 11,257 11,293 11,313 11,200 

15,905 15,911 15,876 15,913 15,968 15,844 

0

5,000

10,000

15,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

0～17歳 18～64歳 65歳以上

0

150

300
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600
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【2015年度】身体障害者手帳所持者数（１歳刻み）

0
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【2020年度】身体障害者手帳所持者数（１歳刻み）
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②療育手帳所持者数 

船橋市における療育手帳所持者数は２０２０年度末で３,６９８人です。 

 

 

 

・療育手帳所持者数（１歳刻み）の推移 

 

 

  

1,046 1,078 1,130 1,131 1,155 1,195 

1,962 2,050 2,146 2,236 2,300 2,381 
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③精神障害者保健福祉手帳所持者数6 

 船橋市における精神障害者保健福祉手帳所持者数は２０２０年度末で５,７８９人で

す。 

 

 

・精神保健福祉手帳所持者数（１歳刻み）の推移 

 

 

  

                            
6
 資料：千葉県精神保健福祉センター「第４５条手帳所持者の状況」をもとに船橋市障害福祉課で作成 

60 74 98 117 149 163 

3,230 3,446 3,730 
4,159 

4,601 4,899 
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516 
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727 
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（３）医療費助成制度の受給者証所持者数7の推移 

①自立支援医療（精神通院医療）受給者証所持者数8 

船橋市における精神通院受給者証所持者数は２０２０年度末で１０,７６３人です。 

なお、新型コロナウイルス感染症の発生状況等に鑑み、受給者証の有効期間を１年間

延長する措置が講じられたため、２０２０年度末の数値が増加したと考えられます。 

 

 

②指定難病医療費助成制度の受給者証所持者数 

船橋市における指定難病医療費助成制度の受給者数は２０２０年度末で●人です。 

  

                            
7
 その年度の３月３１日時点の数値 
8
 資料：千葉県精神保健福祉センター「自立支援医療（精神通院医療）市町村別年間受給者数」をもとに船橋市障害

福祉課で作成 

7,398 7,754 8,098 8,561 9,143 
10,763 

0
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10,000
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（４）障害福祉サービス・障害児通所支援の利用人数9の推移 

①生活介護の利用人数 

 障害のある人が日中に通所し、創作的活動などを行う生活介護の利用人数は２０２０

年度末で９８０人です。 

980941907856867807

0

250

500

750

1,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

②就労継続支援の利用人数 

 障害のある人の福祉的就労の場として就労継続支援があります。就労継続支援は、雇

用契約に基づくＡ型と雇用契約に基づかない生産活動の場であるＢ型があります。Ａ型

の利用人数は２０２０年度末で２０９人、Ｂ型の利用人数は２０２０年度末で６７４人

です。 

674

111

133
164

171
203

209

883

383
475 508 551 597

800
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494

608
672

0

200

400
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800

1000
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B型 A型

                            
9
 障害福祉サービス・障害児通所支援等の利用人数は、その年度の３月の数値 
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③共同生活援助（グループホーム）の利用人数 

 障害のある人が共同生活を営む住居であるグループホームの利用人数は２０２０年

度末で５２９人です。 

529
464

395
330

293
251

0

150

300

450

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

 

 

 

④児童発達支援の利用人数 

 障害のある子供が通所し、療育を行う場である児童発達支援の利用人数は２０２０

年度末で６３５人です。 

635
517523

459
410

356

0

200

400

600

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
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⑤放課後等デイサービスの利用人数 

 障害のある子供が通所し、療育を行う場である放課後等デイサービスの利用人数は

２０２０年度末で９７６人です。 

976
805757

652
516

405

0

250

500

750

1,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
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（５）相談支援の利用人数10の推移 

 

①計画相談支援の利用人数 

 計画相談支援は、障害福祉サービスを利用するときに、サービスの利用計画案の作

成やサービス利用中においての連絡調整などを行います。計画相談支援の利用人数は

２０２０年度末で９５３人です。 

953
842

763
670

585552

0

250

500

750

1,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

 

②障害児相談支援の利用人数 

 障害児相談支援は、障害のある子供が障害児通所支援を利用するときに、障害児通

所支援利用計画案の作成や障害児通所支援利用中においての連絡調整などを行いま

す。障害児相談支援の利用人数は２０２０年度末で３４８人です。 

348
364

458

340
296

122

0

250

500

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

  

                            
10 計画相談支援及び障害児相談支援の利用人数は、その年度の３月の数値 
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③こども発達相談センターの相談件数 

 落ち着きがない、コミュニケーションがとりづらい、言葉が遅れている、友達と遊

べない等の就学前の子供の発達に関する心配事の相談に応じています。こども発達相

談センターの２０２０年度の延べ相談件数は８,６９０件です。 

6,038

1,572

2,818

3,190
3,135

2,707
2,652

8,690

6,354
7,1306,567

5,825
4,982

9,757

8,643

6,554

10,265

9,061

0

5,000

10,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

発達相談 ことばの相談

 

 



 

 

 

 



総論 第３章 基本理念・重点課題 

- 17 - 

 

 基本理念・重点課題 

 

１ 基本理念 

 

障害の有無によって分け隔てられることなく、 

誰もが個人としての尊厳が重んじられ共生できる社会の実現 

 

 

 国の障害者基本計画の理念と障害者施策に関する計画の動向を踏まえ、上記の基本理念と

しました。 

 この基本理念の実現にあたり、「障害や障害のある人への理解の促進」「生活に対する不安

の解消」「障害のある人が住みやすい生活環境の整備」に取り組む必要があります。 

 障害のある人が地域で生活するにあたっては、その地域で暮らす人の理解が必要になりま

す。地域での理解を促進するためには、広報・啓発活動に加え、障害のある人もない人も相互

に交流を行っていくことが重要です。そのため、学校教育、生涯学習やスポーツ・レクリエー

ションなどでの交流活動を通じた理解の促進を図ります。 

 また、障害のある人は医療費の負担が大きい一方で、十分な収入が得られるのかなどの経済

的不安、働きたいけれども働くことのできる場がないといった雇用に対する不安、障害のある

人やその介護者が高齢になったときにどのように暮らしていけばいいかといった将来への不

安など、様々な生活に対する不安を抱えています。障害のある人が自分らしく暮らしていくた

めに、そのような日頃の生活に対する不安を軽減できるように検討していきます。 

 障害のある人が地域で暮らしていくためには、道路、歩道や建築物などのバリアフリー環境

の整備と、安心して生活できる住環境を整えることも重要です。障害のある人が移動しやすい

環境を整えることで、日常的な活動や社会への参加の促進にもつながります。障害のある人に

配慮したまちづくりを行うことはバリアフリー化の推進につながることから、障害のある人

だけでなく、あらゆる人にとって住みよいまちとなります。 

 本計画では、障害のある人が自らの決定により、社会のあらゆる分野の活動に参加できるよ

うな機会を確保し、障害の有無によって分け隔てられることなく、住み慣れた地域で自分の望

む生活を送ることができる社会の実現を目指します。 

第 ３ 章 
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２ 重点課題 

 基本理念の実現に向け、本市における障害のある人が置かれている状況から３つの重点

課題を挙げ、その課題解決に向けた施策に取り組みます。 

 

 

重点課題１  住み慣れた地域で安心して暮らすための支援 

  

 

 

本市の実施した意識調査（以下「アンケート」という。）によると、「あなたは、将来ど

のように暮らしたいですか」の質問に対して、身体障害者の最も多い回答が「家族と一緒

に暮らしたい」で 45.2％でした。また、「主な支援者の年齢」についての質問では、「６０

歳以上」が 52.5％となっており、６０歳以上が主な支援者である割合が過半数を超えて

います。 

知的障害者、精神障害者のアンケート結果でも将来の暮らし方については、「家族と一

緒に暮らしたい」が最も多くなっています。 

住み慣れた地域で家族と一緒に暮らしたいと考えている障害のある人が多い中で、社会

における高齢化が急速に進んでおり、障害のある人や介護者の高齢化も同様に進んでいま

す。 

 

 

  

(％) 

背景 

施策の方針 

船橋市障害福祉施策に関する意識調査報告書（平成３０年１月）より 

（回答数：身体障害者１,４４５人、知的障害者１９７人、精神障害者１４５人） 

10.3

14.5

6.2

3.4

1.4

4.1

24.8

35.2

10.7

22.3

1

11.2

8.6

0.5

6.6

39.1

12.9

16.7

2.2

1.1

1.9

9.6

10.4

45.2

0 10 20 30 40

無回答

わからない

その他

障害者のグループホーム

障害者の入所施設

高齢者の入所施設

一人で暮らしたい

家族と一緒に暮らしたい

あなたは、将来どのように暮らしたいですか。（単位：％）

身体

知的

精神
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住み慣れた地域で安心して暮らしていくため、地域生活を支援する相談支援体制の整備

と障害のある人とその介護者の高齢化に備えた取り組みを行います。市民に対して、障害

や障害のある人についての理解の促進を図ります。 

 

 

 

 

項目 施策の概要 

地域生活支援拠点事業

の実施 

 障害のある人やその家族の緊急時に対応できる体制を整

え、住み慣れた地域で安心して暮らすための支援を行いま

す。 

相談支援体制の構築 

 船橋障害者相談支援事業所連絡協議会（FAS-net）での研修

会などを通じて、相談支援体制の質的向上を図ります。 

 また、基幹相談支援センター「ふらっと船橋」を軸に、障

害のある人や障害のある子供とその家族が、身近な地域で相

談できるよう、総合相談窓口の複数設置を検討します。 

グループホームの充実 

 グループホーム連絡協議会において既存のグループホー

ムの質的向上を図るとともに、今後必要とされるグループホ

ームの形態を検討し、必要に応じた整備費の補助を行いま

す。 

障害者週間記念事業の

実施 

 障害のある人の作品展やステージなどを行う障害者週間

記念事業を行い、障害及び障害のある人への理解の促進を図

ります。 

成年後見制度の利用の

推進 

 船橋市障害者成年後見支援センターにおいて、法人後見の

受託や成年後見制度に関する電話相談を行うことで成年後

見制度の利用を推進します。 

精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム

の構築 

 保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置し、精神障

害のある人に必要な支援を地域の中で包括的に提供し、地域

での自立した生活を支援します。 

主な施策 

施策の方針 
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重点課題２  就労支援の推進 

 

 

 

 障害のある人が地域で自立した生活を送るためには、就労が重要です。そのため、働く

意欲のある障害のある人が適性に応じて働くことができるよう多様な就労の機会が必要

です。 

 アンケートによると、働いている人は身体障害者で 18.1％、知的障害者で 58.8％、精

神障害者で 25.7％となっています。知的障害者においては、就労先として最も多いのが

障害のある人が通う就労支援施設などの福祉的就労の場となっており、続いて一般就労の

障害者枠となっています。 

 また、一般就労のために必要な支援としては、その人の状態に応じた柔軟な勤務体制の

支援と並び、仕事探しから就労までの総合的な相談支援が必要であるとの回答が多くみら

れました。 

 

一
般
就
労

（

一
般
枠
）

一
般
就
労

（

障
害
者
枠
）

臨
時
雇
、

パ
ー

ト
、

ア
ル
バ
イ
ト
、

派
遣
な
ど

自
営
業

家
庭
内
職

福
祉
作
業
所
、

就
労

支
援
施
設
な
ど
で
の

「

福
祉
的
就
労
」

そ
の
他

働
い
て
い
な
い

無
回
答

身体 5.6 4.3 2.6 3 0.4 1.2 1 51.9 30

知的 0.7 21.6 6.1 0 0 28.4 2 31.1 10.1

精神 9.8 1.5 7.6 3 0.8 3 0 67.4 6.8

あなたは、現在働いていますか。（単位：％）

 

 

  

背景 

船橋市障害福祉施策に関する意識調査報告書（平成３０年１月）より 

（回答数：身体障害者１,３７２人、知的障害者１４８人、精神障害者１３２人） 



総論 第３章 基本理念・重点課題 

- 21 - 

 

 

 

働く意欲のある障害のある人がその適性に応じて能力を発揮することができるように、

一般就労の支援や就労継続支援Ｂ型等の福祉的就労の工賃の水準の向上を図ります。適切

な就労相談を受けられるような環境整備を行い、就労後の定着に向けた支援を行います。 

 

 

 

 

項目 施策の概要 

障害者就業・生活支援

センターの充実 

 障害のある人の一般就労支援の中核となる障害者就業・生活

支援センターの機能強化を図ります。 

就労定着に向けた支援 

 就労定着支援サービスの活用に加え、障害福祉サービスを提

供する事業所の職員が一般就労に対する支援の知識を身に着

けられるよう、ジョブサポーター養成研修を実施します。 

合同面接会の開催 
 公共職業安定所（ハローワーク）とともに、障害者雇用促進

合同面接会を実施し、雇用機会の拡大に努めます。 

障害者就労施設等から

の優先的な物品等の調

達 

 毎年「船橋市障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を

図るための方針」を策定し、行政における調達金額などの目標

を定め、障害者就労施設等から物品の調達や業務の委託を進め

ます。 

 

  

施策の方針 

主な施策 



総論 第３章 基本理念・重点課題 

- 22 - 

重点課題３  障害のある子供の健やかな成長・発達に向けた支援の充実 

 

 

 

発達障害等が広く認知されるようになり、子供の発達に関する相談件数や、障害児通

所支援の利用者は、引き続き増加傾向が見込まれ、さらなる支援体制の拡充が必要です。 

また、障害児通所支援を利用している児童の保護者に向けたアンケートでは、「今後、

どのような支援を充実させるべきだと思いますか」の質問に対して「発達障害に関する

専門家への相談」や「療育を行う施設の増設」のほか、「就園・就学等の進路選択に関す

る相談」や「就労に向けての援助」といったライフステージの移行期にかかる支援を求

める回答が多く見られました。 

 

98

39

3

28

28

84

87

109

113

132

154

161

167

243

265

314

336

348

0 100 200 300 400

無回答

その他

特に無い

自宅での療育

医療的ケアが必要な児童への支援

保護者への支援

費用に対する補助

理解の促進と啓発のための研修等

療育の内容や施設についての情報

療育やかかわりを身につけるための支援

他保護者との情報交換

送り迎えなど通学に対するサービス

放課後、長期休暇に対する支援

施設や学校教職員のスキルアップ

就園・就学等の進路選択に関する相談

療育を行う施設の増設

発達障害に関する専門家への相談

就労に向けての援助

今後、充実させるべき支援（単位：人）

 

  

背景 

船橋市障害児通所支援サービス利用等状況調査 集計情報（平成３０年度実施） 
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 障害のある子供の健やかな成長・発達を支援するため、身近な地域でライフステージに

合わせた質の高い専門的な支援を受けられるよう、相談支援体制、療育支援体制の充実化

を図ります。 

 

 

 

 

項目 施策の概要 

相談支援体制の充実 

 こども発達相談センターの体制強化と業務の効率化を図る

とともに、医療機関や民間施設との連携にも努め、相談待ちの

状況を軽減します。また、特別な配慮を要する子供の就学及び

教育について、総合教育センターとこども発達相談センターが

連携し、就学相談会を開催するなど、適切な教育が受けられる

よう支援します。あわせて、保育所等への巡回相談を実施する

ことで地域での子供の発達に関する指導力の向上を図ります。 

療育支援体制の充実 

 児童発達支援センターを核とし、ひまわり・たんぽぽ親子教

室や東・西簡易マザーズホーム等の障害児通所支援事業所で、

子供の発達状況に応じた専門的な支援を実施します。 

途切れることのない一

貫した支援 

 入学や進学、卒業、その後の自立など、ライフステージの移

行により、支援者が変わって支援が途切れてしまわないよう、

母子保健部署や教育委員会等と連携して相談体制や情報共有

のあり方を検討し、切れ目のない支援を提供します。 

心のバリアフリーの推

進 

 市民のための講演会を開催する等、様々な機会を通じて発達

が気になる子供や障害のある子供への理解を深め、子供がスム

ーズに集団生活が送れるよう支援し、地域社会への参加・包容

（インクルージョン）を推進していきます。 

 

施策の方針 

主な施策 
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 推進体制 

 

１ 連携・協力の確保 

 「障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが個人としての尊厳が重んじら

れ共生できる社会の実現」を目指すべく計画の推進を図るためには、市民や関係団体と

の連携・協力が不可欠です。障害者団体や市民等の要望・意見を施策の実施に反映させ

るよう努め、それぞれの情報を共有するとともに、自主的・主体的な取り組みを支援し

協働による施策の推進を図ります。 

国・県などの関係機関との連携を深めるとともに、適切な役割分担により、効果的な

施策の推進を図るほか、各種制度の充実や財源の確保などをこれらの機関に要請します。 

また、周辺自治体と情報交換などを行うことにより、共通の施策の推進や課題につい

ての検討を行います。 

 

２ 理解の促進、広報・啓発活動の推進 

 「障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが個人としての尊厳が重んじら

れ共生できる社会の実現」を目指すためには、すべての市民が、障害及び障害のある人

についての正しい理解と認識を持つことが重要です。 

 そのためには、さまざまな機会をとらえて、身体障害、知的障害、精神障害、発達障

害、難病、高次脳機能障害等の障害特性や、外見からはわかりにくい障害についての正

しい理解や認識のための広報・啓発を行うとともに、子供のころから障害のある人とな

い人との交流などを促進していくことが必要となります。 

 障害者基本法に定められた障害者週間記念事業の実施を中心に、一般市民、ボランテ

ィア団体、障害者団体など幅広い層の参加による啓発活動を推進します。 

 また、障害のある人本人や支援者による活動を推進するため、障害福祉団体などが行

う理解啓発活動に対し、市が積極的に支援を行います。 

  

第 ４ 章 
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３ 進捗状況の管理及び評価 

 本計画の施策の実施については、障害のある人やその家族をはじめとする関係者の意

見を聴きつつ、各論で示した施策の方向性に沿うよう、また本計画の（別表）成果目標

を達成するよう施策の実施に努めます。 

本計画の着実な推進を図るため、毎年度の実施状況及び効果を把握・評価し、船橋市

自立支援協議会に報告するものとします。また、それらの結果に応じ、取り組みの見直

しなどを行います。 

社会情勢の変化等により、本計画の変更の必要性が生じた場合には、対象期間の途中

であっても本計画の見直しを行います。 

 

４ 環境の変化に対応した施策の推進 

 計画の策定内容に大きく影響を及ぼす国の制度改正や、新型コロナウイルス感染症等

による生活様式の見直しなど、障害のある人を取り巻く環境に大きな変化が生じた場合

には、必要に応じて柔軟に対応し、各施策を推進していきます。 
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意思疎通支援の充実 
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  保健・医療     

 
保健・医療の充実等 

   
 

      
    

 
  

   
    

 
精神保健・医療の提供等 

   
 

  
   

    
    

 
  

   
    

 
人材の育成・確保 
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障害の原因となる疾病等の予防・治療  

  
   

  
  

  第３章 
                     

 

  
                      

  教育、文化芸術活動・

スポーツ、国際交流

等 

    
 
インクルーシブ教育システムの推進 

 

 

      
   

      
 
教育環境の整備 

 

 

      
   

      
 
文化芸術活動、スポーツ等の振興 

    

 

      
      

      
 
障害のある人などの国際交流の推進 

 

 

  
    

  
   

  第４章 
                     

 

  
                      

  雇用・就業、 

経済的自立の支援 

    
 
障害のある人の雇用促進 

   

 
      

     
      

 
総合的な就労支援 

    
 

      
      

      
 
福祉的就労の充実 

    

 

  
    

  
      

  
    

  
 
経済的自立の支援 

    

 

  
           

  第５章 
                     

 

  
                      

  生活環境     
 
住宅の確保 

 

 

      
   

  
   

    
 
公共交通機関及び公共的施設等の 

バリアフリー化の推進等 

 

 

  
   

    
  

 

           

 

  
   

    
 
障害のある人に配慮したまちづくりの  

  
    

  
  

  
      

総合的な推進 
            

 

  
                   

  第６章 
                     

 

  
                      

  安全・安心     
 
防災対策の推進 

 
 

      
  

 
  

   
    

 
防犯対策の推進 

 
 

  
   

    
  

 
  

    
  

 
消費者トラブルの防止及び被害からの救済  

  
      

 
  第７章 

                     
  

  
                     

  
  差別の解消、 

権利擁護の推進及び 

虐待の防止 

    
 

差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

  

           

   
    

 

行政等における配慮の充実 

  

         

 

＜重点課題＞ 

１．住み慣れた地域で安心して暮らすための支援 

２．就労支援の推進 

３．障害のある子供の健やかな成長・発達に向けた支援の充実 
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１ 基本方針 

 障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが個人としての尊厳が重んじられ共

生できる社会の実現に向け、障害のある人の意思決定を支援するため、相談支援体制の充

実を図ります。また、地域移行を推進し、必要な時に必要な場所で適切な支援を受けられ

る取組みを進めるとともに、誰もが個人としての尊厳が重んじられた日常生活または社会

生活を営むことができるよう、各種支援の充実に取り組みます。 

 相談支援については、基幹相談支援センター「ふらっと船橋」が中心となり、障害のあ

る人等の地域生活全般に関する問題についての相談に応じ、情報提供や福祉サービスの利

用援助等の必要な支援を行っています。相談件数が著しく増加していることから、市内に

複数の相談窓口を新たに設置し、相談者の利便性を向上させるとともに支援の質の向上を

図ります。 

 加えて、障害のある人の高齢化や重度化、「親亡き後」を見据えて、障害のある人が地

域で安心して暮らしていけるよう、地域生活支援拠点事業を実施し、相談や緊急時の受け

入れ等の様々な支援を市内事業所や関係機関で行える体制を整備します。 

 また、障害福祉サービス等の利用の推進や障害のある子供への支援の充実を図るととも

に、それを支える障害福祉人材の育成・確保等にも取り組みます。 

 さらに、補装具費、日常生活用具費の支給を行うことで生活の質の向上を図るとともに、

円滑な意思表示やコミュニケーションを行うことができるよう情報提供や意思疎通の支

援を行います。 

 そのため、次の課題に沿って、必要な施策を推進します。 

 

（１）相談支援体制の充実 

（２）障害福祉サービス・在宅サービス等の利用の推進 

（３）障害児支援の充実 

（４）補装具費、日常生活用具費の支給 

（５）情報提供の充実等 

（６）意思疎通支援の充実  

生活支援 
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項目 現状 施策の方向性 

２.相談支援体制の充実 ①船橋障害者相談支援事業所連

絡協議会において、各相談支援

事業に係る諸問題の検討及び研

究、関係機関・団体等のネット

ワークづくりなど相談支援体制

の構築を図っています。 

 

①船橋障害者相談支援事業所連

絡協議会での研修会や制度の研

究を通じて相談支援体制の質的

向上を図ります。 

[担当課] 

障害福祉課、療育支援課 

 

 ②「ふらっと船橋」において障

害者（児）総合相談支援事業を

行っています。市内全域に利用

者が増加していることを踏ま

え、令和２年度に新たな相談窓

口を設置し、支援の質の向上を

図っています。 

②障害のある人や障害のある子

供とその家族が、身近な地域で

相談できるよう、地域の社会資

源を活かして市内の各地域に新

たな相談窓口を複数設置し、相

談者の利便性を向上するととも

に、相談員の配置を充実させる

ことにより、支援の質の向上を

図ります。 

[担当課] 

障害福祉課 
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項目 現状 施策の方向性 

３．計画相談支援の推進  障害のある人や障害のある子

供の心身の状況やサービス利用

の意向を踏まえたサービス等利

用計画及び障害児支援利用計画

が作成されるよう、障害福祉サ

ービス及び障害児通所支援の新

規利用時や更新時などに計画相

談支援及び障害児相談支援の利

用を推進しています。 

 利用者に対しては、サービス

の申請時のほか市のホームペー

ジや障害福祉のしおり、ケース

ワーカーなどを通じて周知を行

い、障害のある人や障害のある

子供とその家族に対する計画相

談支援及び障害児相談支援の充

実に努めていきます。サービス

等利用計画及び障害児支援利用

計画の作成を行う指定特定相談

支援事業所及び障害児相談支援

事業所の整備に当たっては、相

談支援事業所の集まりである、

「船橋障害者相談支援事業所連

絡協議会」、社会福祉法人で構成

されている「船橋市障害福祉施

設連絡協議会」、ＮＰＯ法人等で

構成される「船橋障がい者地域

福祉連絡会」などと連携を図り

ながら、整備に取り組みます。 

[担当課] 

障害福祉課、療育支援課 
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（２）障害福祉サービス・在宅サービス等の利用の推進 

項目 現状 施策の方向性 

１．障害福祉サービス等の充実 障害のある人の個々のニーズ

や実態に応じ、障害福祉サービ

ス等の支援を行っています。 

 サービス等利用計画を活用し

て、障害のある人の個々のニー

ズや実態に応じた適切な障害福

祉サービス等の利用推進を図る

ことにより、障害のある人が地

域において自立した生活を送れ

るよう支援していきます。 

 また、通所事業所や短期入所

等の障害福祉サービス事業所は

今後も需要が見込まれることか

ら、社会福祉法人等で構成され

る「船橋市障害福祉施設連絡協

議会」などの意見を踏まえ、医

療的ケアが必要な人も含め受け

入れ先の確保に向けた取組みの

検討を行うほか、事業者が整備

を行う際には、その整備費につ

いて補助を行います。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

２．グループホームの充実 ①地域移行の推進を図るため、

スプリンクラー設置費の補助

等、グループホームの整備費の

補助を行っています。 

 

①地域移行の推進を図るため、

スプリンクラー設置費の補助を

行うとともに、グループホーム

の新規設置については必要に応

じた整備費の補助を行います。 

[担当課] 

障害福祉課 
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項目 現状 施策の方向性 

２１．障害者施設等通所交通費

の助成 

 障害者施設等に通所している

障害者等及びその介護者に対

し、通所に要する交通費の一部

を助成しています。 

障害者施設等に通所している

障害者等及びその介護者に対

し、通所に要する交通費の一部

を助成することにより、日中活

動への参加しやすい環境を整備

します。 

[担当課] 

障害福祉課、療育支援課 

 

２２．船橋市福祉有償運送運営

協議会の開催 

 運送者からの申し出により、

船橋市福祉有償運送運営協議会

において、福祉有償運送の必要

性、旅客から収受する対価その

他の福祉有償運送を行うために

必要となる事項について、地域

の関係者が集まり協議していま

す。 

 

船橋市福祉有償運送運営協議

会において、福祉有償運送につ

いて必要性及び安全性の確保並

びに利便性の確保に係る方策等

の協議を行います。 

また、事業者に対し福祉有償

運送の相談・指導を行います。 

[担当課] 

地域福祉課 

２３．食の自立支援事業の実施  身体の障害等により食事の調

理が困難な一人暮らし等の身体

障害者に食事を届けるほか、栄

養士が食生活に関する相談に応

じる、食の自立支援事業を行っ

ています。 

一人暮らし等の身体障害者の

食の自立がさらに推進されるよ

うに、食事内容について継続し

て見直しをしつつ、食の自立に

必要な支援を実施します。 

[担当課] 

障害福祉課 
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項目 現状 施策の方向性 

２４．ふれあい収集の実施  日常的なごみ出しが困難であ

り、周りの方からの支援を受け

られない障害のある人のみの世

帯等を対象に、可燃ごみ、不燃

ごみ等の戸別収集を行っていま

す。 

日常的なごみ出しが困難であ

り、周りの方からの支援を受け

られない障害のある人のみの世

帯等を対象に、戸別収集を行う

ことで、ごみ出しに関する負担

を軽減します。 

[担当課] 

資源循環課 

 

２５．クリーンサポート収集の

実施 

 障害のある人のみの世帯等で

自分たちで粗大ごみを収集場所

まで運ぶことができないとき

に、屋内からの持ち出し収集を

行っています。 

周りの方からの支援を受けら

れず、自力でのごみ出しが困難

な障害のある人のみの世帯等に

対し、ごみ収集の支援を行いま

す。 

[担当課] 

クリーン推進課 

 

 

（３）障害児支援の充実 

項目 現状 施策の方向性 

１．療育支援体制の整備 こども発達相談センターを基

幹とし、福祉、教育部門などの

周辺関係機関との連携を強化

し、広く支援体制を整備するこ

とで、総合的・一貫性のある療

育支援体制の充実を図っていま

す。 

 

連携を強化するための会議等

を開催し、療育支援体制の整備

を図ります。 

[担当課] 

療育支援課 
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項目 現状 施策の方向性 

２．切れ目のない指導・支援の

充実 

子供の成育歴や支援内容を記

録するライフサポートファイル

の活用の促進を図っています。

また、ライフステージの移行期

の支援として保育所等訪問支援

や「引継ぎのための連絡票」を

活用し、障害のある子供が幼稚

園や保育園、小学校等の集団生

活に適応するための支援をして

います。 

 支援機関間で必要な情報を共

有するため、ライフサポートフ

ァイルの利用の促進を図りま

す。また、保育所等訪問支援や

「引継ぎのための連絡票」を活

用することにより、障害のある

子供が幼稚園や保育園、小学校

等の集団生活に適応するための

支援の充実を図ります。 

[担当課] 

療育支援課、総合教育センター 

 

３．児童発達支援の実施  学齢前の障害のある子供に対

し、日常生活における基本的動

作の指導や集団生活への適応訓

練を行っています。 

児童発達支援を実施し、障害

のある子供の日常生活動作に必

要な能力の向上等を図ります。 

[担当課] 

療育支援課 

 

4．放課後等デイサービスの実施 就学している障害のある子供

に対し、生活能力の向上を図る

ため、コミュニケーションの促

進や必要な訓練を行っていま

す。 

放課後等デイサービスを実施

し、障害のある子供の生活能力

の向上を図ります。 

[担当課] 

療育支援課 

 

5．保育所等訪問支援の実施 保育所等に通う障害のある子

供の集団生活への適応のため、

訪問支援員が支援方法等の指導

等を行っています。 

 保育所等訪問支援を実施し、

障害のある子供の集団生活への

適応を図ります。 

[担当課] 

療育支援課 
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項目 現状 施策の方向性 

６．居宅訪問型児童発達支援の

実施 

児童発達支援等の障害児通所

支援を受けるために外出するこ

とが著しく困難な障害のある子

供の居宅を訪問し、児童発達支

援または放課後等デイサービス

と同様の支援を行っています。 

居宅訪問型児童発達支援を実

施し、外出が困難な重度の障害

等の状態にある障害のある子供

の生活能力の向上等を図りま

す。 

[担当課] 

療育支援課 

 

７．早期発見・早期療育の充実 心理発達相談員などの専門職

の個別相談、電話相談により、

保護者の悩みに寄り添いつつ、

適切に療育につなげています。 

心理発達相談員などの専門職

が個別相談、電話相談を行い、

療育が必要な子供とその保護者

を支え、適切に療育につなげま

す。 

[担当課] 

療育支援課 

 

８．療育内容の充実 療育支援に係る知識や具体的

な支援方法についての指導啓発

のために巡回相談や発達支援の

ための講演会を行うことによ

り、子供に対して効果的な支援

ができるよう努めています。ま

た、家族への支援として、保護

者が子供への対応方法を学ぶペ

アレントトレーニングを実施し

ています。 

幼稚園・保育所等の職員に対

して巡回相談や発達支援のため

の講演会を開催し、職員の資質

の向上を図り、子供に対して効

果的な支援ができるようにしま

す。また、継続してペアレント

トレーニングを実施することに

より、家族への支援の充実を図

ります。 

[担当課] 

療育支援課 
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（４）補装具費、日常生活用具費の支給 

項目 現状 施策の方向性 

１．補装具費の支給 障害のある人の身体機能を補

完または代替する補装具費の購

入、借受け、または修理のため、

補装具費の支給を行っていま

す。 

補装具費について、利用実態

を把握しつつ適正な支給を行

い、障害のある人の日常生活や

社会生活の向上を図ります。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

２．日常生活用具費の支給  障害のある人の日常生活や社

会生活の便宜を図るために日常

生活用具費や日常生活用具取付

費用の支給を行っています。 

日常生活用具費や日常生活用

具取付費用について、利用実態

を把握しつつ適正な支給を行

い、障害のある人の日常生活や

社会生活の向上を図ります。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

 

（５）情報提供の充実等 

項目 現状 施策の方向性 

１．聴覚障害者ファクシミリ・

ネットワーク（Ｆネット）事業

の実施 

聴覚障害者への情報提供の充

実を図るため、ファクシミリを

利用した情報提供を実施してい

ます。 

ふなばし情報メールなどの普

及を図りつつ、ファクシミリを

利用した情報提供を推進しま

す。 

[担当課] 

障害福祉課 
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項目 現状 施策の方向性 

５．声の市議会だより・市議会

だより点字版の発行 

 市議会だよりの録音版である

声の市議会だよりや市議会だよ

りの点字版を発行することによ

り、市議会の情報提供の推進を

図っています。 

 

声の市議会だより・市議会だ

より点字版の発行により、市議

会の情報提供の推進を図りま

す。 

[担当課] 

庶務課 

 

６．公文書の音声コード化 障害福祉のしおりや通知の一

部の音声コード化を行っていま

す。 

公文書の音声コード化につい

ては、今後も必要なものはコー

ド化を行います。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

 

（６）意思疎通支援の充実 

項目 現状 施策の方向性 

１．手話通訳者・要約筆記者に

よる意思疎通支援の推進 

①広域的な手話通訳者・要約筆

記者を派遣することにより、障

害のある人の意思疎通支援を推

進しています。 

①意思疎通支援の手段として、

手話通訳者または要約筆記者の

派遣の利用を推進します。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

 ②手話通訳者・要約筆記者の派

遣を推進するため、手話通訳者・

要約筆記者の養成を行っていま

す。 

②専門性の高い手話通訳者・要

約筆記者の養成を行うことによ

り、意思疎通支援を推進します。 

[担当課] 

障害福祉課 
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 ②盲ろう者通訳・介助員の派遣

を推進するため、盲ろう者通訳

者・介助員の養成を行っていま

す。 

②盲ろう者通訳・介助員の養成

を行うことにより、意思疎通支

援を推進し、盲ろう者の自立と

社会参加を促進します。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

４．ヒアリングループの貸し出

しによる意思疎通支援の充実 

難聴者の聞き取りを支援する

ため、ヒアリングループの貸し

出しを行っています。 

ヒアリングループの貸し出し

を行うことにより、難聴者の意

思疎通支援を推進し、難聴者の

自立と社会参加を促進します。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

５．失語症者向け意思疎通支援

の充実 

失語症者のコミュニケーショ

ンと社会参加を支援できる意思

疎通支援者の養成を千葉県が行

っています。 

失語症者の自立と社会参加促

進を目的に、千葉県に対し、失

語症者向け意思疎通支援者の派

遣事業についても実施するよう

働きかけます。 

[担当課] 

障害福祉課 
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（３）人材の育成・確保 

項目 現状 施策の方向性 

１．専門職員の確保 地域保健を推進する保健師、

発達遅滞の乳幼児に対する発達

検査や療育指導のための心理発

達相談員など、専門職員を配置

しています。 

保健指導や療育支援の推進に

必要な専門職員の確保に努めま

す。 

[担当課] 

地域保健課、療育支援課 

 

２．専門職員の資質の向上  専門的知識の習得のため各種

研修に参加しています。 

各種研修により知識の習得及

び資質の向上を目指します。 

[担当課] 

地域保健課、療育支援課 

 

 

（４）難病に関する施策の推進 

項目 現状 施策の方向性 

１．難病患者援助金の支給 難病患者の費用負担の軽減を

図るため、難病患者援助金を支

給しています。 

国の動向などを見ながら、難

病患者援助金の支給による支援

を行います。 

[担当課] 

地域保健課 

 

２．小児慢性特定疾病児童等自

立支援事業の推進 

長期にわたり療養を必要とす

る児童等とその家族が地域で安

心して療養できるよう、小児慢

性特定疾病児童等自立支援員に

よる相談支援を行うとともに、

関係機関と連携を取り、療養状

況やニーズに応じた支援を行っ

ています。 

 

小児慢性特定疾病児童等自立

支援事業の充実を図り、安心し

て療養できる体制づくりを行い

ます。 

[担当課] 

地域保健課 
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１ 基本方針 

 障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが個人としての尊厳が重んじられ共

生できる社会の実現に向け、可能な限り共に教育を受けることのできる仕組み、インクル

ーシブ教育システムの整備を進めます。 

 また、合理的配慮の提供等の一層の充実を図るとともに、障害のある児童生徒の発達・

成長のため、早期から一人ひとりの障害の状況と成長段階、教育的ニーズに応じて、可能

な限りきめ細やかな支援を行います。 

 さらに、障害のある人が、学校卒業後も含めたその一生を通じて、自らの可能性を追求

できる環境を整え、地域の一員として豊かな人生を送ることができるよう、生涯を通じて

教育やスポーツ・レクリエーション、文化等の様々な機会に親しむための関係施策を推進

するとともに、共に暮らせる社会の実現を目指します。 

 スポーツ・レクリエーション、文化活動は、人間形成の面からも、生活の質を高めるた

めにも、さらに、心身の健康という点からも大切です。これらの活動は、やりがい・生き

がい・楽しみのある充実した生活、心身機能の維持・向上に寄与し、生き生きとした地域

生活の実現につながります。活動の機会を十分に確保することにより、社会参加の促進を

図ります。そのため、スポーツ・レクリエーション、文化活動に日常的かつ自主的に取り

組むことができるよう、その環境を整備し、活動を推進する必要があります。 

 これらの活動に加え、国際交流活動への障害のある人の参加の支援方策の充実や、学校

教育の場で国際交流活動の機会設定などの必要があります。船橋市は、現在、海外の３都

市と姉妹・友好都市を結んでおり、障害のある人を含めた市民レベルの国際交流を、今後

も推進していきます。 

 そのため、次の課題に沿って、必要な施策を推進します。 

 

（１）インクルーシブ教育システムの推進 

（２）教育環境の整備 

（３）文化芸術活動、スポーツ等の振興 

（４）障害のある人などの国際交流の推進 

  

教育、文化芸術活動・スポーツ、国際交流等 
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項目 現状 施策の方向性 

１２．切れ目のない指導・支援

の充実（再掲） 

子供の成育歴や支援内容を

記録するライフサポートファ

イルの活用の促進を図ってい

ます。また、ライフステージの

移行期の支援として保育所等

訪問支援や「引継ぎのための

連絡票」を活用し、障害のある

子供が幼稚園や保育園、小学

校等の集団生活に適応するた

めの支援をしています。 

 

支援機関間で必要な情報を

共有するため、ライフサポー

トファイルの利用の促進を図

ります。また、保育所等訪問支

援や「引継ぎのための連絡票」

を活用することにより、障害

のある子供が幼稚園や保育

園、小学校等の集団生活に適

応するための支援の充実を図

ります。 

[担当課] 

療育支援課、総合教育センター 

 

 

（２）教育環境の整備 

項目 現状 施策の方向性 

１．特別支援学校のセンター的

機能 

特別支援学校コーディネータ

ーによる小中学校への出張相談

や教員の研修会の講師を行うな

どの連携を行っています。 

 特別支援学校との連絡会を設

け、定期的に連絡をとり、状況

を把握する等の連携を強化しま

す。 

[担当課] 

総合教育センター 

 

２．発達障害理解のための職員

の研修の充実 

 発達障害の理解促進のため、

保育園、幼稚園、関係機関職員

を対象とした発達支援のための

講演会などを行っています。 

 

 幼稚園、保育園等の職員に対

して、専門職による支援方法の

指導や発達支援のための講演会

などを行います。 

[担当課] 

療育支援課 
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項目 現状 施策の方向性 

 ②職場実習先開拓員による企業

訪問を行い、障害のある人の職

場実習及び雇用の啓発を行って

います。 

②職場実習先開拓員による企業

訪問等を通じて、障害のある人

の雇用の啓発に努めます。 

[担当課] 

商工振興課 

 

３．各種制度の周知  職場実習先開拓員が企業訪問

する際、障害者職場実習奨励金

や各種公的機関の補助金につい

ての周知を行っています。 

 職場実習先開拓員による企業

訪問等を通じて、障害者職場実

習奨励金や各種公的機関の補助

金についての周知を図ります。 

[担当課] 

商工振興課 

 

４．合同面接会の開催  公共職業安定所とともに、障

害者雇用促進合同面接会を実施

しています。 

公共職業安定所とともに、障

害者雇用促進合同面接会を実施

し、雇用機会の拡大に努めます。 

[担当課] 

商工振興課 

 

５．市職員としての雇用 法定雇用率の遵守とともに、

障害のある人の新たな職域や雇

用形態について検討を行ってい

ます。 

 

令和２年度に作成した障害者

活躍推進計画を踏まえ、法定雇

用率の遵守とともに、障害のあ

る人の新たな職域や雇用形態に

ついて検討を行い、市での雇用

機会の拡大を図ります。 

[担当課] 

職員課、教育総務課、医療セン

ター 
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項目 現状 施策の方向性 

５．就労定着に向けた支援 一般就労後の定着支援を実

施する障害者就業・生活支援セ

ンターへ就労支援員配置のた

めの補助金を交付し、適切な定

着支援を受けられる環境整備

に努めています。 

また、企業従業員や障害福祉

サービス提供事業所等の職員

が一般就労に対する支援の知

識を習得するため、障害者就労

支援ジョブサポーター養成研

修を実施しています。 

 

障害者就業・生活支援センタ

ーへの補助及び障害者就労支援

ジョブサポーター養成研修につ

いては、継続して実施します。 

また、ジョブコーチなどの就

労定着に係る支援制度や支援機

関等の情報を収集し、企業及び

障害福祉に関する機関等へ提供

します。 

[担当課] 

障害福祉課 

６．地域生活支援の場の提供 地域活動支援センター及び

心身障害者福祉作業所に対し

て運営費の補助等を行うとと

もに、創作的活動や生産活動の

機会の提供、社会との交流、生

活指導などにより、充実した日

常生活や社会参加の促進を図

っています。 

 

地域生活支援の場を提供する

事業所の運営の安定化を図りま

す。 

[担当課] 

地域保健課、障害福祉課 

７．受注及び販路の拡大 千葉県障害者就労事業振興

センターへ事業委託を行い、障

害者就労施設等の受注・販路の

拡大等について取り組むこと

により、障害のある人の工賃向

上を図っています。 

 

千葉県障害者就労事業振興セ

ンターへの事業委託を行い、受

注・販路拡大への取組みや事業

所を対象とした研修等を通じ、

障害のある人の工賃向上を図り

ます。 

[担当課] 

障害福祉課 
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項目 現状 施策の方向性 

６．災害時の情報提供・緊急時

の通報システムについて 

 聴覚障害者ファクシミリ・ネ

ットワーク事業、ふなばし情報

メールの配信やひとり暮らし、

またはそれに準ずる状態の重度

身体障害者に対し緊急通報装置

の貸与などを行っています。 

 また、聴覚や発語に障害のあ

る人が１１９番通報をするた

め、インターネット機能を利用

したＮｅｔ１１９緊急通報シス

テムやメール、ＦＡＸでの通報

システムの整備を行っていま

す。 

 

 障害のある人に対し、聴覚障

害者ファクシミリ・ネットワー

ク事業、ふなばし情報メールの

登録の推進、緊急通報装置の制

度及びＮｅｔ１１９緊急通報シ

ステムの周知を行います。 

[担当課] 

障害福祉課、警防指令課 

７．災害への備え  要配慮者と支援者（町会・自

治会、民生委員・児童委員等）

が顔の見える関係を構築するた

め、総合防災訓練の選択訓練と

して、「安心登録カード登録者名

簿」等を活用した要配慮者安否

確認訓練を実施しました。 

 また、総合防災訓練のメイン

校において、障害福祉団体等と

の訓練を行っています。 

 

 発災時に対応できるよう平時

からの備えについて啓発を行い

ます。 

 また、障害のある人などの要

配慮者も参加した防災訓練なら

びに各施設の防災体制の確認し

ておくことなどを通し、災害対

応の充実を図ります。 

[担当課] 

危機管理課、地域福祉課、障害

福祉課 
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１ 基本方針 

 障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが個人としての尊厳が重んじられ共

生できる社会の実現のためには、市民が障害及び障害のある人についての理解を深め、障

害を理由とする差別の解消を推進していく必要があります。 

 障害者基本法第４条において、障害を理由とする差別や権利侵害の行為の禁止とともに

合理的配慮の提供が求められており、その理念を具体化した障害者差別解消法に基づき、

障害のある人に対する差別の解消に向けた取組みを行います。 

 まずは、市の職員が障害及び障害のある人に対しての理解を深めることで、窓口等にお

ける合理的配慮を推進していきます。行政が合理的配慮を率先して行っていくことが社会

全体での差別の解消の推進につながります。 

 また、障害のある人に対する虐待は、個人の尊厳を害するものであり、障害のある人の

自立及び社会参加のためには、虐待を防止することが極めて重要です。障害者虐待防止法

に基づき、障害のある人に対する虐待を防止するとともに、障害のある人の保護、自立の

支援並びに財産上の不当取引による被害の防止及び救済を図るためにも、成年後見制度の

利用促進などにより、権利擁護を推進する必要があります。 

 そのため、次の課題に沿って、必要な施策を推進します。 

 

（１）差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

（２）行政等における配慮の充実 

  

差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 
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２ 現状と施策の方向性について 

（１）差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

項目 現状 施策の方向性 

１．船橋市障害者差別解消支援

地域協議会での取り組み 

 平成２９年５月から、障害者

差別解消法に基づく船橋市障害

者差別解消支援地域協議会を設

置し、障害のある人に対する差

別に係る相談事例の共有や意見

交換を行っています。 

 船橋市障害者差別解消支援地

域協議会において、事例を共有

するとともに、障害及び障害の

ある人への理解を促進するため

の啓発活動について議論し、障

害者差別の解消を推進します。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

２．障害者差別解消法の一部を

改正する法律を踏まえての取り

組み 

 今後施行される障害者差別解

消法の一部を改正する法律に関

する国の動向について、情報収

集を行っています。 

 

 国の動向を踏まえ、障害者差

別解消法の一部を改正する法律

の施行に向けての情報収集を行

い、指針等の周知に努めます。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

３．権利擁護体制の検討  船橋市自立支援協議会の権利

擁護部会及び船橋市障害者差別

解消支援地域協議会において、

権利擁護体制の検討を行ってい

ます。 

 船橋市自立支援協議会の権利

擁護部会及び船橋市障害者差別

解消支援地域協議会において、

権利擁護体制に関する課題を共

有するとともに、差別の解消及

び権利擁護の推進を図ります。 

[担当課] 

障害福祉課 

 

  


